






























自分の命は自分で守り、

災害から生き抜く知恵を育む防災キャンプの取組み

自分の命は自分で守り、

災害から生き抜く知恵を育む防災キャンプの取組み
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新発田市教育委員会　生涯学習課

設立年 1980 年 3 月

団体構成 11 名

所在地 新潟県新発田市中央町 5-8-47

連絡先 TEL 0254-26-7191
FAX 0254-22-1977
E-mail syogaku@city.shibata.lg.jp

取組開始年月 2016 年７月

団体概要

　生涯学習課は生涯学習推進係・生涯学習センター・４地区公民館から構成されており、防災キャンプは生涯学習
推進係が管理運営を行っている青少年宿泊施設「あかたにの家」の活用と併せて担当している。生涯学習推進係・
新発田地区公民館の事務室は生涯学習センター内にあり、それぞれの事業等を連携しながら推進しているのが強み
である。

背景

　新潟県中越大震災（平成 16 年）・新潟県中越沖地震（平成 19 年）の大災害を契機として、新潟県では地域ぐる
みの防災教育の必要性が高まる中、新発田市は櫛形山脈断層帯を有し、マグニチュード6 .8程度の地震が今後30年の
間に発生する可能性が高いグループに位置しており、自然災害がいつ起きてもおかしくない状況にあるこ
とから、防災教育の推進が必要であった。

取組の内容

・学社連携・協働による市内全小学校を対象にした防災キャンプの実施
・毎年度、教員を対象とした事前研修会の開催、プログラムの相談、実践事例集・プログラム集の作成、群馬大学と
　の連携により効果検証等を行うなど、継続実施のための仕組みの構築
・防災キャンプを組み込んだスタディツーリズムによるまちづくり

成果

　多くの児童が、災害から生き抜くために必要な「他者を思いやる、助け合う、自分で考えて行動する」といった面で、
自らの成長を実感しているとともに、全小学校が防災教育の自校化プランを作成し、防災キャンプを教育課程に位
置付け、継続して実践している。また、防災キャンプが都市部との交流人口増を推進する「まちづくり事業」へと発
展している。

　防災教育は学習指導要領に記載されている教科ではないため教科書がなく、学校や個々の教職員により防災学習の取
り上げ方等が異なるという課題がある。しかし、本活動では教育委員会により“全校が”“継続して”防災キャンプを
取り組む仕組みを構築されている点を高く評価したい。
　重要な役割を果たしているのが①教職員への説明会②過去の実施報告説明書や活動時の様子を収録した DVD の充実
③地域と学校の連携協働による体験学習の充実の３点である。①により全校の教職員に防災学習の重要性を伝えている。
教職員が納得した上で活動を行うことで、トップダウンではなく主体的に防災キャンプを実施できるよう促している。
②は、防災教育の実施妨げの要因として挙げられる｢教職員の負担｣の軽減に役立っている。過去に防災キャンプを行った
教職員の記録が残されており、参照して防災キャンプを実施できる。③は教職員の授業の行いやすさに繋がっていると考
えられる。異動が多い教職員が一から地域の災害について学ぶのには時間がかかるが、地域の実情を知るおとな達が関わ
ることで、過去の経験等を詳しく伝えることが可能である。体験を通した学びにより子ども達の防災学習に向かう姿勢が
真剣なものとなっている。また地域のおとな達もやりがいを感じ、好循環を生んでいるようだ。
　これらのノウハウが全国に広がり、多くの子ども達が有事の際に命を守る行動をとれるようになることを期待したい。

選定委員 Comment

川活動「浮いて待て」

活動資料集・DVD・プログラム集 防災キャンプの教育効果

生活スペースづくり

日本防火・
防災協会長賞
日本防火・
防災協会長賞
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多世代がつながり、

安心の地域づくりを実現する自主防災活動

多世代がつながり、

安心の地域づくりを実現する自主防災活動
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鏡田連合自治会　自主防災組織

設立年 2010 年 4 月

団体構成 1,250 名

所在地 京都府乙訓郡大山崎町
大山崎小字鏡田 20-77

連絡先 TEL 075-956-8318
FAX 075-956-8318
E-mail kota.kazutoshi0201@gmail.com

取組開始年月 2010 年 4 月

団体概要

　高度経済成長期に順次開発が進み 5 つの町内会が結成されていたが、昭和 51 年に「鏡田連合自治会」として再
結成された。平成28年に自治会が１つ加わり、現在 6 自治会の連合体で470世帯、約1250人で構成されている。

背景

　鏡田地域は一級河川である桂川に近接し、昭和 40 年代後半から計 4 回内水氾濫等で被害が生じた。町内で最も低
地にあり建築物の耐震等を含め防災上の課題もある。いざという時にパニックに陥らないよう、安心・安全なまち
づくりを目指したコミュニティ防災活動が重要である。

取組の内容

・防災訓練：役場や消防、社会福祉協議会と連携して実施しており、毎年１００名以上が参加している。最近では 
  住みよい地域づくりを目標に子ども、保護者、高齢者等の交流活動を取り入れた訓練（バケツリレーなど）を実施 
  している。
・子ども防災 : 毎年防災・防犯まち歩き（保護者同行）を行い安全マップづくりで防災・減災意識を高めている。
・組織の担い手とリーダーの養成：結成時から地域の子どもの体験活動「鏡田（大山崎）自然体験クラブ」の指導
　者が中心となり住民を巻き込む取り組みとして防災学習会の実施や町の防災伝道師養成講座の受講、日本防災士
　機構の防災士資格取得研修への参加を奨励し資格取得した人達が役員となっている。
・広報活動：毎月発行の自治会ニュースに、コロナ禍で急速に自治会構成員の減少が謙虚になったことを受け、
 「防災士から「自治会防災」」の記事を載せており、活動報告として自主防災組織からは年 2 回主に防災ニュース
　を発行している。

成果

　自主防災活動を通して地域内で絆の輪が広がりつつあることで、子どもや高齢者等幅広い層の参加が得られてい
る。近年は若年層の発案により、SNS（LINE）の活用による緊急時の伝達や情報交換を行うなど、主体的な取り組
みが広がっている。また、「自主防災活動を通して地域の災害事例を知り、自らが地域防災の担い手になる必要性に
気づいた。」という声や、「防災役員として町や社会福祉協議会が開催する講座や訓練に参加し、防災リーダーの役
割を担いたいと思った。」という声が寄せられるなど、着実に地域の人材育成に繋がっている。

　従来の自治会を主体とする地域コミュニティの形成の困難さもあり、地域の子供やその親世代を自主防災組織の活動
に無理なく取り込む活動が目を引く。「鏡田（大山崎）自然体験クラブ」は地域の大人が子供たちの自然体験をサポー
トしており、この活動に係わった大人たちが自主防災組織に係わることで防災リーダーとなり、継続的な地域防災力の維
持・向上を担っている。年1回のお祭り（近畿地方で定着している地蔵盆のお祭り）では、女性クラブ（オレンジの会）
や社会福祉協議会等の団体とも交流を図っている。当初は行政や防災関連団体で職務経験のあった一人の防災士が先導
して、全所帯の名簿作成や要救助者の把握等の活動を実施してきたが、現在は大山崎町が実施している防災伝道師養成講
座や京都府による防災士養成に関する補助事業への多数参加によって防災リーダーが養成されている。また、行政担当
者や学校の教員らとのタッグにより、防災学習会の開催、手作り防災マップの作成による図上訓練、子供と保護者が参加
する防災・防犯オリエンテーリング（まち歩き）で作成した防災マップの「小学生ぼうさい探検隊マップコンクール」
への応募等も定着している。広報活動では、自主防災組織の活動計画を軸とする広報誌「防災ニュース」が年2回発行さ
れつつ、さらにコロナ禍の自治会構成員の減少を危惧して「防災士から「鏡田自治会防災」」が毎月発行されており、
防災コミュニティの下支えになっている。

選定委員 Comment

防災訓練と地域コミュニティ
（防災ふれあいまつり）

防災伝道師講習DIG 安否確認・避難行動の呼びかけ

防災まち歩きでマップづくり

日本防火・
防災協会長賞
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防災協会長賞
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自主防災組織による地域特性に応じた避難の取り組み自主防災組織による地域特性に応じた避難の取り組み
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藤田区自主防災会

設立年 2014 年９月

団体構成 約 100 世帯

所在地 熊本県菊池市隈府 888

連絡先 TEL 0968-25-7203
FAX 0968-24-7222
E-mail anzen@city.kikuchi.kg.jp

取組開始年月 2014 年９月

団体概要

　藤田区は、中山間区域に位置し、世帯数約 100 世帯。前面を１級河川の菊池川が、地区内中央をその支流である
河原川が流れており、想定最大規模浸水深で地区内の大部分が浸水想定区域に指定されている。さらに周囲を土砂
災害特別警戒区域に囲まれるなどの地域特性を有している。
　このため、平成26年９月に自主防災組織を設立し、「災害から命を守る」ことを目標に、翌年の平成 27 年３月か
ら避難訓練の実施等を通じて、区民の防災意識向上に取り組んでいる。

背景

　自主防災組織の設立後、以前より江戸時代の大火（1846 年発生、66 戸中 45 戸焼失）を記念した神社参拝が行
われていたことから、避難訓練もこれに併せて実施することとした。
　平成 28 年熊本地震では、訓練の直後であったことから、区民の安否確認と安全な避難、被害状況の把握等を、一
人の負傷者も出すことなく行うことが出来た。
　しかしながら、その後、地区の避難場所となる公民館が想定最大規模で浸水域に位置することが分かり、豪雨災害
等に備えるための避難方法を模索することとなった。

取組の内容

①農業用倉庫を新たに避難場所に指定
　浸水想定区域及び土砂災害警戒区域外にある大型の農業用倉庫を避難場所に指定して、新たに避難場所して、万
　が一の場合に備えている。
②地区内の民家を分散避難所に指定
　台風や水害等が予想される場合には、早期に避難すべきであるが、なかなか避難しないという現実（地区住民へ
　のアンケート結果）があることも踏まえ、地区内の民家を分散避難所に指定した。

成果

　専門のアドバイスやＮＨＫの協力等を得ながら、逃げ遅れた場合の緊急避難対策として、新たに区内の高所へ分
散避難訓練を導入し実施している。
　さらに、区内の河川に夜間も視認可能な監視カメラが無かったことから、これまで目視により河川情報を把握し
ていたが、大学の研究者の協力を得て夜間も視認可能な監視カメラを設置したことにより、スマホから誰でも自宅
にいながら増水状況等の河川情報を収集し、「避難スイッチ」として活用できるようになった。

　2015 年 3 月から取り組みを開始した藤田区自主防災会。この地域で発生した江戸の大火（1846 年 3 月 27 日発生）を忘れないための
神社参拝と併せて毎年 3月末に行っている。取り組みから 1年後、2016 年 4 月発生した熊本地震の際には、訓練直後であったことからス
ムーズに避難・安否確認・被害状況の把握などが行われたという。人口 278 名、98 世帯、高齢化率 49.8％、訓練には 100 名程度が参加する。
　藤田区自主防災会の取り組みのポイントをいくつかあげると、一つは、非常に高い訓練への参加率である。これは、すでに地域に定着し
た行事（神社参拝）に組み込んで行っているからであろう、と市の職員も大きく評価している点である。また、地区内の民家をあらかじめ
分散避難所として指定し、訓練を行っている点もユニークである。地区内を分けるように川があり、そこを超えて避難することは危険だと
いうことで、水害の危険が感じられる際にはそれぞれの地域に近い高所にある民家 4か所を避難場所としている。とはいえ、いつ、避難す
べきか、避難のタイミングは難しい。避難判断の手助けとして、地元大学と連携し、河川監視カメラ「くまカメ」を 3か所設置、24 時間
LINE を使って川の様子を確認できるようになった。
　やればやるだけ課題が出てくるのは熱心に取り組み、活動をしているが故の悩みである。2021 年に区内の主要部分が浸水域となってい
ることを知った際にはどうしようかと悩まれたことだろう。話し合いを重ね、分散避難所を指定し、くまカメカメラを設置し、継続して毎
年訓練を行い地域のつながりをつくる。自主防災組織役員を中心に地域が一丸となって課題の解決にあたっていることは、住民の安心につ
ながっているように感じた。

選定委員 Comment

平成２７年 第１回 避難訓練の様子

災害対応用の備品・設備等の整備 河川監視カメラの設置状況

令和５年 第７回 避難訓練（分散避難）の様子
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南海トラフ地震・津波から地域の支え合いで命を守る！

～個別避難計画作成から生まれる支援の輪～
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下西校区防災会

設立年 2001 年４月

団体構成 2,000 名

所在地 鹿児島県西之表市西之表14969番地

連絡先 E-mail shimonishi.kouku0401@gmail.com

取組開始年月 2016 年７月

団体概要

　下西校区防災会は、種子島西之表市の市街地に隣接する地域である。校区の北部から西部は海に面し、川迎、池野、
塰泊、石寺、下石寺、鞍勇、若宮の７集落から成り、人口は約 2,000 名である。
　想定される自然災害としては、南海トラフ地震、種子島東方沖地震などの巨大地震や大規模な風水害や土砂災害
があげられる。

背景

　本会の活動は、平成 28年の防災倉庫整備から始まるが、令和元年度に集落支援員が就任して以来、支え合い・防
災マップ作成、救急医療情報キットの普及促進など、医療・福祉分野と連携しながら、防災活動に取り組んでいる。
　本会には津波浸水区域内に居住する避難行動要支援者（要支援者）が 10 名おり、自力避難に不安を抱えている
ため、地域住民による避難支援について検討する必要があった。
このような中、「地震・津波防災訓練（内閣府・令和５年度）」のモデル地域となり防災訓練を実施することとなった。

取組の内容

　「地震・津波防災訓練」では、津波浸水区域に住む要支援者の住家測量、支え合い・マップ作成、南海トラフ地震
臨時情報発表に伴う早期避難訓練、避難所開設訓練、津波避難訓練、安否確認訓練、炊出訓練を行った。
　現在は訓練結果を踏まえ、地区防災計画、集落避難計画の見直し、要支援者の個別避難計画作成に取り組んでいる。

成果

　個別避難計画を作成していく中で、要支援者自身が事前にすべきこと、地域支援者ができること・できないこと、
家族等の役割を整理することができた。
　その協議結果を「支え合い・防災マップ」に落し込むことで、関係者への見える化が進んだ。
　個別避難計画に標高や家の構造、体力に応じた避難、災害ごとの避難方法、ケアプランの内容等を書き込むことで、
より実践的なツールとなった。
　個別避難計画作成を進めていくと地域の支援者が少しずつ増えてきた。「支援の輪」が広がると同時に、防災会
としての“対応力の高まり”を感じることができた。

　今後発生が懸念されている南海トラフ地震。下西校区住民2036人のうち半数以上が住む地域では、3m以上の津波浸
水区域と想定されている。2016年に取り組み開始、様々な活動を行っているが、一つ一つの課題に向き合い、丁寧な活
動を続けている点が印象深い。そのいくつかを取り上げて紹介してみたい。
　長年続いている取り組みの一つは、救急医療情報キットの普及促進である。下西校区在住の65歳以上の方およそ96％
が冷蔵庫に保管するこのキットを使用し、更新を行っている。住民一人一人に丁寧に声をかけコミュニケーションがと
れているからの普及率であろう。また、下西校区には7つの地域があり、それぞれに避難支援マップ（支え合い・防災マ
ップ）が作成されている。1件1件にたくさんの書き込みがあり、星印や相互に矢印が行き交う手書きのマップからは温
かさを感じる。2016年から行う津波を想定した訓練の際には、隣近所で声をかけ合い避難をし、消防分団とも連携し炊
き出しも行う。訓練の際には要支援者も実際に荷物を持って参加。地域支援者が車で送迎の支援したりもする。
　すべての取り組みを見たわけではないが、現地に行ってわかったことは、下西校区防災会が一つ一つの活動を丁寧に行
い、一人一人に参加を呼びかけ、一軒一軒が抱える課題を一緒に考えているというあたたかさである。すでに下西校区の
支援の輪の取り組みがモデルとなり他の校区でも同様の取り組みを始めているという。好事例が市全体、県全体、
そして全国に広がっていってほしい、鹿児島県初の受賞事例である。

選定委員 Comment

支え合い・防災マップ

消防分団による避難支援 地区防災計画・集落避難計画の見直し

地域支援者による移動支援

１９
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一般社団法人まちづくりうらそえ

設立年 2014 年

団体構成 12 名

所在地 沖縄県浦添市勢理客１－４－１

連絡先 TEL 098-874-7610
FAX 098-874-7610
E-mail kieko_oshiro@yahoo.co.jp

取組開始年月 2016 年 7 月

団体概要

　平成 26 年 7 月「まちづくりＮＰＯうらそえ」の団体を立上げ、27 年指定管理者として浦添市立森の子児童セン
ターを運営。平成 29 年 11 月「一般社団法人まちづくりうらそえ」と法人化し児童館 2 館の運営を行っている。
社会教育をベースに地域と一緒に学びあえる居場所づくりと、住んで良かったと思える地域づくりを「福祉と教育
の融合、福祉は教育で回復する」を合言葉に、地域の子は地域で育てるの具現化を目指す。

背景

　勢理客地域を流れる安謝川沿いには保育所 2 か所と、多くの住民の居住と企業が点在する海抜 2m の地域がある。
津波が発生した時、保育所の子どもたちと、居住者及び要配慮者が海抜 28ｍの避難所の小学校にどのように避難す
るかの課題があった。児童館を利用している児童が自分たちの住んでいる地域を調べ、地域課題解決に繋がるよう
地域全体の防災避難訓練の活動にした。中学生たちの声が地域を動かす原動力となった。

取組の内容

　丹念に地域を調べ、多くの地域課題に気付いた中学生たちが「地域避難マップ」を作成した。要配慮者や高齢者
を災害から守るには「地域あげての避難訓練が必要」の声が地域を動かした。年数回の実行委員会Ｄマットの活動
や避難所ハグ、熊本益城町の校長先生の体験と震災後の学校運営の講話、近隣自動車学校敷地内での車中泊や小学校
校舎内での防災キャンプ、防災祭他、子どもと大人の学びと体験の実践を行っている。

成果

　地域防災避難訓練や各種体験等を継続していることで、実行委員の皆さんが多くのことに気付き、参加者意識か
ら自分事の意識に変化してきた。協働して行ってきたことが地域活動の活性化になり「地域の子は地域で育てる」
の具現化に繋がってきたように思える。今年沖縄全土に津波警報が発令されたとき、実行委員の方々が自主防災組
織の運営者のようであった。「これまでの活動が生かされていた」の多くの声があった。

　地域住民による防災避難訓練は全国各地で行われているが、一般社団法人まちづくりうらそえの取り組みは、ボトム
アップ型、かつ、子供達の活動が不可欠になっている点に特長がある。
　事の始まりは、当該団体が指定管理者となっている児童センターによる地域を知る活動であった。この活動でまち歩
きを体験し、地域の地理や道路状況を学んだ子供達、特に中学生より、防災避難訓練をしようとの提案が出された。児童
センターの大人達のフォローを受けながら、訓練を企画し、子供達だけで校区内約２千軒に周知チラシの戸別配布を行い、
１回目の訓練を成功させた。
　その後は、地域の各団体の代表が集まる実行委員会によって反省会と次回の企画提案が毎訓練後に行われ、10 年にわ
たり毎回内容を変えながら訓練を継続している。実行委員会は大人の実行委員会と子供の実行委員会があり、子供の行事
とセットになって地域住民の避難訓練が行われているのも工夫の一つである。大人だけでは続かなかった、子供が動く
と大人たちも動くと言う。
　また、この地域は自治会の加入率が２、３割と低く、児童センターが実行委員会の事務局となり拠点を提供することで、
実行委員会が継続できている。子供達も入れ替わるが、児童センターが来所する子供を見極めて、活動の中心になる子を
リクルートしている。活動資金は指定管理料だけでなく日本ＮＰＯセンター助成金を獲得している。
　訓練の継続が各地で課題になっている中、一つの先進事例として高く評価するとともに広く紹介したい。

選定委員 Comment

子どもたちが作成したパンフレット

ゆし豆腐つくりと炊出し体験 地域防災円卓会議

自分たちで考えて行動する防災キャンプ

日本防火・
防災協会長賞
日本防火・
防災協会長賞
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防災まちづくり大賞シンボルマークについて
このシンボルマークは、イラストレーターの故和田誠氏のご
厚意で作成していただいたものです。和田氏は、「市民が力
を合わせて防災に当たるということの象徴としてバケツ
リレーを取り上げた。犬と猫が力を合わせていると
いう絵にすることにより明るいイメージに
なったと思う。」と話されています。
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